

























































































































































































































































































































































4 4 4 4 4 4 4 4 4
融資の是非を決定するべきかの判断
をする必要があったはずである。そうでなければ、親子会社間で役員を兼務さ
せる意味がどこにあるのだろうか。
　裁判所は、「Ａ社の再建にはその経営困難に陥った原因解明が必要不可欠で
あったのに、それをなさないで、そして現実の経営回復の裏付けがないため回
収不能による多大な損失が出ることが当然予測されることが認識できたのに、
本件貸付などの支援をＡ社に行ったことは、Ｚ社の取締役としての経営判断と
して合理性はなく、正当なものであったなどとは言い得ないことは明らかであ
る。」と断じている。これは子会社救済のための経営判断を行う場合の親会社
取締役の行為基準として極めて重要な示唆を持つものではないだろうか。子会
社の経営悪化に関する合理的な原因究明は、子会社救済のための融資という親
会社の経営を決定する際に必要な情報収集の一環を構成するものであろう。そ
うした過程を経ずに決定され実行された子会社救済策は、いかに「子会社救済」
との大義名分があっても、経営判断として尊重されるものとはならない。この
点で、本件判決は妥当なものと考える。もっとも、それでは子会社の経営悪化
に関する合理的な原因究明とはいかなるものであり、どのようなことを行えば
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それを経た上で融資を決定したと言えるのか、という点についてはさらなる検
討が必要となる。
　また、本件判決においては、基本的には原判決（福岡地判平23・１・26）を
引用する、と述べているにもかかわらず、一部原判決と矛盾するように解釈で
きる表現がみられる。たとえば、平成17年４月４日から同年５月30日にかけて
Ｚ社がＡ社に対して行った合計３億3000万円の本件新規貸付けについて、原審
福岡地裁はY1らの責任を否定している29のに対し、本件判決は平成16年になさ
れた総額19億１千万円の本件貸付と共に平成17年の３億3000万円の新規貸付
けについても、「その経営判断には、原判決が説示するとおり、取締役の忠実
義務ないし善管注意義務違反があったことは明らかである。」と判示している
点などがそれに当たる30。主文冒頭において、原判決を引用することが明らか
にされている以上、原審判決の変更がなされたわけではない31が、そうだとす
れば、本件判決でも平成16年になされた総額19億１千万円の本件貸付について
のみ、取締役の善管注意義務ないし忠実義務があるとの表現が妥当だったので
はないだろうか。
注
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